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Ⅰ. 研究背景と目的 

現在、日本で行われている特別支援教育では、児童生徒の心理・生理・病理的側面を考慮

することが重要であるとされ、子どもの心理・生理・病理的側面を理解した上での教育的対

応が求められている。大学での特別支援学校教諭の教員養成課程においても、「心身に障害の

ある幼児、児童又は生徒の心理、生理および病理に関する科目」（教育職員免許法施行規則第

7 条）が必須科目とされており、子どもの心理・生理・病理を、医学的な観点（病気の理解

や治療上の注意点）と心理・社会的な観点（病気や治療による心理的問題や、それによって

生じる社会的問題）から理解することが必要であるとしている（Kohara, Goto, Kwon et al.，

2015）。 

しかし、病弱児に対して疾病の内容を十分に理解しないままに、あるいは過度の病気の悪

化を恐れて、運動やさまざまな活動制限をしがちであったり（工藤・横田，2008）、担任の

過剰な配慮も指摘されている（田口，2011）ように、教育現場において病弱児をはじめとす

る障害児の心理・生理・病理に関する理解は十分とは言えない状況であった。また、中央教

育審議会（2011）でも特別支援学校における教師の専門性について、「特別支援学校におけ

る教育の質の向上の観点から、担当教員としての専門性を早急に担保することが必要であ

る。」と述べている。このような現状にも関わらず、今まで病弱児の心理・生理・病理の変化

を測定する尺度はなかった。すなわち、教育現場では、病弱児の心理・生理・病理を配慮し

た授業実践に関する現状把握ができていなかった（Kohara, Goto, Kwon et al.，2015）。 
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そこで、小原・仲黒島・長浜ら（2015）は、“Psychology, Physiology and Pathology 

Assessment Tool for Children with Health Impairments （PATCHI）”を開発した。この

尺度は肢体不自由児・病弱児の心理・生理・病理の変化を測定する尺度であり、既に内容的

妥当性の検証が行われていて、特別支援教育の教育成果評価尺度である“Special Needs 

Education Assessment Tool （SNEAT）”との関連性が確認されている。 

小原・仲黒島・長浜ら（2015）は、PATCHI と SNEAT を使用することで、病弱児の心理・

生理・病理という観点から教育現場の現状把握ができると考え、教育現場で実際に PATCHI

と SNEAT を使用して、病弱児の心理・生理・病理の変化と授業成果を縦断的に測定するこ

とで、病弱児の心理・生理・病理と授業成果の関連性を明らかにした。結果として、生理・

病理領域においてはゆるやかに変化したものの授業成果に変化は見られなかった一方で、心

理領域においては心理変化と授業成果が類似した推移であった。これらの結果から、心理領

域においては教師が子どもの心理の変化を捉えて授業をしているため、SNEAT によって測

定される授業成果と類似した傾向となったと考えられる。一方で生理・病理領域においては

子ども自身には変化があるが、教師がその変化を捉えてきれないため、SNEAT によって測

定される授業成果が出ていないと考えられる。 

これらの結果が得られた一方で、PATCHI が抱える課題についても明らかとなった。

PATCHI は、内容的妥当性は検証されているものの、信頼性と構成概念妥当性の検証はされ

ていない（小原・仲黒島・長浜ら，2015）。また、項目が少なく不十分であることも課題で

ある。さらに、教員養成カリキュラムが課題とは言っているものの、十分にカリキュラムを

精査したうえで PATCHI は作られていない（小原・仲黒島・長浜ら，2015）。そして、心と

身体は相互依存的である（外山，2014）にも関わらず、心理面、生理面、病理面それぞれが

影響を与えあっていることが PATCHI には反映されていない。また、肢体不自由児・病弱児

のみに限らず、他の障害児においても心理・生理・病理を把握する必要があると考えられる。

以上のことから、特に生理・病理領域においては変化が見えづらいという特徴、また PATCHI

の課題を考慮した上でも、教師の専門性が低い現状が示唆された。 

この現状の背景には、教員養成カリキュラムの課題があると考えられる。例えば、教員養

成でのカリキュラム編成は十分整備されておらず、免許を取得しても、最小限必要な能力が

十分ではない（中央教育審議会, 2014）。また実際の教員養成の現状は大学によって異なり、

カリキュラムの質の保証が課題である（文部科学省, 2013）。さらに教員免許状が保証する能

力と、現在の学校教育が求める能力が乖離していることも指摘されている（中央教育審議会,

2006）。特別支援教育の教員養成カリキュラムでは、”心理・生理・病理”の科目が設置され

ているが、心理・生理・病理の必要専任教員数は、知的障害、肢体不自由、病弱者に対する

教育で 1 名以上となっており（教職課程認定基準 4-5）、これは大学によっては、知的障害、

肢体不自由、病弱者の心理・生理・病理の専門家がいない場合もあるということを示してい

る。また、免許大学教員の実際の科目の設定では、免許法に定める授業の趣旨が十分理解さ

れておらず（中央教育審議会, 2006）、大学の授業の多くは、大学教員の研究領域の専門性に

偏っており学校現場が抱える課題に十分対応していない（中央教育審議会, 2006）。このこと

から、教員養成プログラムでは、生理・病理に関する内容が不十分であるため、教育現場で

も子どもの生理・病理的変化を捉えられないと考えられる。

 これらの現状を踏まえ、研究の流れを大きく 3 つに分けて設定した。まず 1 つ目に、現在

特別支援教育の専門家養成課程で行われている心理・生理・病理に関する教育内容の現状を
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分析し、問題点を明確にする。次に、専門家養成課程における障害児・者の心理・生理・病

理に関するカリキュラムの評価ができる INDEX を開発し、それに基づいて専門家養成課程

における教育内容の評価を行う。その上で、今後専門家養成課程における心理・生理・病理

的な専門性を高めるための課題を提示する。本研究では、1 つ目の流れについて、全国で行

われている知的障害・肢体不自由・病弱児・者の「心理・生理・病理」に関する講義のシラ

バスを、「子どもの教育成果に関する観点」と「心身相関の観点」の 2 つの観点を用いて分析

し、現在大学で行われている講義の課題を明らかにすることを目的とする。 

 

 Ⅱ. 研究方法  
 

1. 資料の抽出方法 

平成 28 年度前期・後期において、全国の大学（国公立 43 校、私立 52 校）の特別支援教

育の専門家養成課程で行われている知的障害・肢体不自由・病弱児に関する心理・生理・病

理の講義のシラバスを抽出した。 

  

2. 分析方法 

シラバスに記載された内容を、①講義の対象障害種、②授業名、③達成目標、④授業方法、

⑤授業計画（心理・生理・病理に関する授業数／全授業数）、⑥評価方法に分けて分析した。

特に③達成目標、④授業方法に関して以下の 2 点の観点も用いて対応分析した。 

 

1) 子どもの教育成果に関する観点 

 「Ⅰ．はじめに」でも述べたように、SNEAT と PATCHI のデータの比較検討から心理・ 

生理・病理と授業成果の関連性が明らかになった。このことから、教育活動が子どもの心 

理・生理・病理に大きな影響を与え、それが授業成果として現れると考える。したがって、 

シラバスの分析では「教師の教育活動が子どもの心理面・生理面・病理面に影響を与える 

ことを理解し、それをふまえた上で子どもの教育的な支援・対応を考えさせるような講義 

を行っているか」を観点とする。 

 

2) 心身相関の観点 

 心因性の身体反応にみられるように、心と身体は相互依存的であり（外山，2014）、 

このような考え方を医学では「心身相関」という。この「心身相関」の考え方に基づいて、

シラバスの分析では「人間の心理面・生理面・病理面は表裏一体のものであり、これらす

べてが関わりあっていることが講義の中で行っているか」を観点とする。 

 

Ⅲ. 結果 

 

1. 知的障害に関する講義 

 知的障害に関しては、国公立 41 校、私立 47 校、計 139 コマの大学の講義について分析を

行った。 
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1) 授業名について 

講義名に「心理・生理・病理」と明記されているものは 38 コマであった。また、「心理学」

や「生理・病理」等、全ての分野が明記されておらずそれぞれの分野のみが明記されている

講義名は 94 コマであった。その他の講義名は 5 コマであった。それらの講義名の詳細とし

ては「知的障害児の発達」、「知的障害児自立支援論」、「知的障害概論」、「知的障害者のここ

ろとからだⅠ・Ⅱ」であった。また記述なしの講義は 2 コマであった。 

 

2) 授業形式について 

 授業形式として、講義形式をとっている講義が最も多く 74 コマであった。うち、「心理・

生理・病理」の講義は 21 コマであった。また集中講義は 1 コマであった。 

アクティブラーニング形式とっている講義は 9 コマであり、うち「心理・生理・病理」の

講義は 2 コマであった。演習や疑似体験等実践形式をとっている講義は 6 コマであり、うち

「心理・生理・病理」の講義は 1 コマであった。記述なしの講義は 50 コマであり、うち「心

理・生理・病理」の講義は 14 コマであった。 

 

3) 達成目標について 

 心身相関の観点から、「心理・生理・病理」以外の講義（それぞれの分野のみ明記されてい

る講義、その他の講義、記述なしの講義）に関しては分析の対象外とした。 

 全体としては、「心理・生理・病理」に関する基礎的内容を理解することを目標に掲げてい

る講義がほとんどであった。 

 

(1) 子どもの教育成果に関する観点 

 達成目標の中に「教育的支援」や「教育方法」についての記述が見受けられた講義は 20

コマであった。しかし、「心理・生理・病理」が子どもの教育成果に影響を与えることを理解

するところまで明記されているものは見当たらなかった。 

 

(2) 心身相関の観点 

 達成目標の中に「心身相関」に関する何らかの記述が見受けられた講義は 1 コマであった。

その詳細は「…上記要因間の関連と心身機能との関係を追求する」という記述であった。 

 

4) 授業計画について 

 この項目も上記と同様に、心身相関の観点から「心理・生理・病理」以外の講義（それぞ

れの分野のみ明記されている講義、その他の講義、記述なしの講義）に関しては分析の対象

外とした。 

 

(1) 子どもの教育成果に関する観点 

 心理・生理・病理それぞれの分野毎の基礎知識に関する講義は充実しているものの、授業

成果にそれらが関わることを授業計画の中で明記している講義は見当たらなかった。 
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(2) 心身相関の観点 

 そもそも「心理・生理・病理」全ての内容を授業計画に組み込んでいる講義は 26 コマで

あった。また記述なしの講義は 4 コマであった。つまり、少なくとも 7 コマの講義は、講義

名に「心理・生理・病理」と掲げているにも関わらず、全ての分野を計画に組み込めていな

い現状があることが明らかになった。また、ほとんどの講義が「心理」、「生理」、「病理」と

独立した内容で計画されていた。「生理・病理」に関してはこれらの関連があるという内容が

計画の中に組み込まれていた講義が 13 コマ存在したが、「心理」・「生理」・「病理」が関連性

のあるものであると明記されている講義は見当たらなかった。 

 

5) 評価方法について 

 ほとんどの講義が、試験・レポート・発表・授業参加度のいずれかでの評価であった。そ

の他の評価方法を行っている講義が 2 コマ存在したが、その評価方法の詳細としてはいずれ

も「議論への参加、問題意識、出席状況、文献発表、関連学会への投稿」であった。また、

記述なしの講義は 10 コマであった（うち「心理・生理・病理」の講義は 2 コマであった）。 

 

2. 肢体不自由に関する講義 

 肢体不自由に関しては、国立 30 校、私立 43 校、計 80 コマの大学の講義について分析を

行った。 

 

1) 授業名について 

講義名に「心理・生理・病理」と明記されているものは 55 コマであった。また、「心理学」

や「生理・病理」等、全ての分野が明記されておらずそれぞれの分野のみが明記されている

講義名は 20 コマであった。その他の講義名は 2 コマであった。それらの講義名の詳細とし

ては「肢体不自由児の教育」、「肢体不自由病態生理学」であった。また記述なしの講義は 3

コマであった。 

 

2) 授業形式について 

 授業形式として、講義形式をとっている講義が最も多く 56 コマであった。うち、「心理・

生理・病理」の講義は 37 コマであった。また集中講義は 8 コマであった。うち、「心理・生

理・病理」の講義は 4 コマであった。 

アクティブラーニング形式をとっている講義は 2 コマであり、うち「心理・生理・病理」

の講義は 2 コマであった。演習や疑似体験等実践形式をとっている講義は 2 コマであり、う

ち「心理・生理・病理」の講義は 2 コマであった。記述なしの講義は 19 コマであり、うち

「心理・生理・病理」の講義は 13 コマであった。また、これらの授業形式に該当しない講

義が 1 コマあり、その詳細としては「解説、実践的研究方法の検討」であった。 

 

3) 達成目標について 

 心身相関の観点から、「心理・生理・病理」以外の講義（それぞれの分野のみ明記されてい

る講義、その他の講義、記述なしの講義）に関しては分析の対象外とした。 

 全体としては、「心理・生理・病理」に関する基礎的内容の理解のほかに、「医療的ケア」

の理解を掲げている講義が見られた。 
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(1) 子どもの教育成果に関する観点

達成目標の中に「教育的支援」や「教育方法」についての記述が見受けられた講義は 16

コマであった。しかし、「心理・生理・病理」が子どもの教育成果に影響を与えることを理解

するところまで明記されているものは見当たらなかった。 

(2) 心身相関の観点

達成目標の中に「心身相関」に関する何らかの記述が見受けられた講義は 1 コマであった。

その詳細は「…心身両面にわたる総合的な教育において、個々の疾患への理解と教育の実践

方法と教育上の問題点、医療的ケアのあり方についての理解とスキルを身に着けることを目

標とする。」という記述であった。 

4) 授業計画について

この項目も上記と同様に、心身相関の観点から「心理・生理・病理」以外の講義（それぞ

れの分野のみ明記されている講義、その他の講義、記述なしの講義）に関しては分析の対象

外とした。 

(1) 子どもの教育成果に関する観点

心理・生理・病理それぞれの分野毎の基礎知識に関する講義は充実しているものの、授業

成果にそれらが関わることを授業計画の中で明記している講義は見当たらなかった。 

(2) 心身相関の観点

そもそも「心理・生理・病理」全ての内容を授業計画に組み込んでいる講義は 44 コマで

あった。また記述なしの講義は 1 コマであった。つまり、少なくとも 20 コマの講義は、講

義名に「心理・生理・病理」と掲げているにも関わらず、全ての分野を計画に組み込めてい

ない現状があることが明らかになった。また、「生理・病理」に関してはこれらの関連がある

という内容が計画の中に組み込まれていた講義が 29 コマ存在した（うち、「心理」・「生理」・

「病理」の関連性も計画されている講義は 6 コマであった）。つまり、残り 23 コマの講義は

心理面との関連性について触れられていないことが明らかになった。 

5) 評価方法について

ほとんどの講義が、試験・レポート・発表・授業参加度のいずれかでの評価であった。ま

た、記述なしの講義は 3 コマであった（うち「心理・生理・病理」の講義は 2 コマであった）。 

3. 病弱に関する講義

病弱に関しては、国立 31 校、私立 43 校、計 84 コマの大学の講義について分析を行った。

1) 授業名について

講義名に「心理・生理・病理」と明記されているものは 57 コマであった。また、「心理学」

や「生理・病理」等、全ての分野が明記されておらずそれぞれの分野のみが明記されている

講義名は 17 コマであった。その他の講義名は 9 コマであった。それらの講義名の詳細とし

ては「小児疾患」、「病弱児の教育」、「病弱病態生理学」、「病理病態学」、「病弱・重複障害児
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の心理と指導」、「病弱児の医学と心理」、「病弱児の病態生理」、「病弱者のこころとからだ」、

「病弱児の病理と臨床」であった。また記述なしの講義は 1 コマであった。 

2) 授業形式について

授業形式として、講義形式をとっている講義が最も多く 43 コマであった。うち、「心理・

生理・病理」の講義は 32 コマであった。また集中講義は 1 コマであった。うち、「心理・生

理・病理」の講義は 1 コマであった。 

アクティブラーニング形式をとっている講義は 5 コマであり、うち「心理・生理・病理」

の講義は 4 コマであった。演習や疑似体験等実践形式をとっている講義は 2 コマであった。

記述なしの講義は 33 コマであり、うち「心理・生理・病理」の講義は 21 コマであった。 

3) 達成目標について

心身相関の観点から、「心理・生理・病理」以外の講義（それぞれの分野のみ明記されてい

る講義、その他の講義、記述なしの講義）に関しては分析の対象外とした。 

 全体としては、「心理・生理・病理」に関する基礎的内容を理解することを目標に掲げてい

る講義がほとんどであった。 

(1) 子どもの教育成果に関する観点

達成目標の中に「教育的支援」や「教育方法」についての記述が見受けられた講義は 30

コマであった。また「心理的支援」のみ記述されている講義が 1 コマ見られた。しかし、「心

理・生理・病理」が子どもの教育成果に影響を与えることを理解するところまで明記されて

いるものは見当たらなかった。 

(2) 心身相関の観点

達成目標の中に「心身相関」に関する何らかの記述が見受けられた講義は見当たらなかっ

た。 

4) 授業計画について

この項目も上記と同様に、心身相関の観点から「心理・生理・病理」以外の講義（それぞ

れの分野のみ明記されている講義、その他の講義、記述なしの講義）に関しては分析の対象

外とした。 

(1) 子どもの教育成果に関する観点

心理・生理・病理それぞれの分野毎の基礎知識に関する講義は充実しているものの、授業

成果にそれらが関わることを授業計画の中で明記している講義は見当たらなかった。 

(2) 心身相関の観点

そもそも「心理・生理・病理」全ての内容を授業計画に組み込んでいる講義は 31 コマで

あった。また記述なしの講義は 1 コマであった。つまり、少なくとも 26 コマの講義は、講

義名に「心理・生理・病理」と掲げているにも関わらず、全ての分野を計画に組み込めてい

ない現状があることが明らかになった。また、他の分野に比べて病理面に重きを置いている
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講義が多く見られた。「心理」・「生理」・「病理」全てに関連する内容を計画の中に組み込んで

いる講義は 10 コマであった。また、「生理・病理」に関連がある講義は 21 コマ、「心理・生

理」に関連がある講義は 2 コマ、「心理・病理」に関連がある講義は 4 コマであった。 

 

5) 評価方法について 

 ほとんどの講義が、試験・レポート・発表・授業参加度のいずれかでの評価であった。ま

た、記述なしの講義は 1 コマであった。 

 

Ⅳ. 考察 
 

1. 各大学の講義の現状と課題 

1) 授業名について 

 全障害種に共通して、「心理・生理・病理」の講義が 303 コマ中 150 コマと最も多かった

が、心理・生理・病理のいずれかの分野で分けている講義は 303 コマ中 131 コマとその次に

多かった。また知的障害においては、「心理学」のみを設置している大学は 94 コマ中 48 コ

マと最も多かったものの、「生理・病理」を単独で設置しているところは 94 コマ中 34 コマ

と少なかった。これらのことから、心理面に重きを置いている講義が多いのではないかと考

えられる。その結果、学生も心理学的な知識が特に身についているために学生が教員になっ

た際に授業実践でそれらの知識が生かされるのではないかと考える。しかし「生理・病理」

に関しては心理学よりも学ぶ機会が少ないことは明らかである。「はじめに」の中で「教員養

成プログラムでは、生理・病理に関する内容が不十分であるため、教育現場でも子どもの生

理・病理的変化を捉えられないと考えられる（小原ら，2015）。」と指摘されているように、

授業実践でそれらの知識が生かされないのではないかと考える。一方で、肢体不自由や病弱

においては、知的障害より身体や疾患等の内容が多いためか、「生理・病理」の講義が知的障

害と比べて多い傾向にあった。このことから知的障害より生理・病理の知識を多く学ぶ講義

が多いのではないかと考える。 

 

2) 授業形式について 

 全障害種に共通して、ほとんどの大学が講義形式による授業であり、アクティブラーニン

グ形式による講義は未だに少ないことが明らかとなった。文部科学省（2012）は大学教育部

会の中で大学について「個人や社会の強い期待に応えることはその最も重要な社会的責務の

一つであり、我が国の成長や発展の重要な基盤であるとともに国際的な信頼や貢献につなが

るものである」とし、それらを実現するために「学生同士が切磋琢磨し、刺激を受け合いな

がら知的に成長することができるよう、課題解決型の能動的学修（アクティブ・ラーニング）

といった学生の思考や表現を引き出しその知性を鍛える双方向の授業を中心とした質の高い

ものへと学士課程教育の質を転換する必要がある」と述べている。「心理・生理・病理」を学

ぶ上で、障害児の教育方法や支援方法について討論したり、障害について調べて発表したり

する活動は教員になってからも大切な活動であり、その具体的な方法を学ぶ場は専門家養成

課程の中でより重点的に行う必要性があるのではないかと考える。したがって、今後は講義

にアクティブラーニング形式を導入していく必要があろう。 
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3) 達成目標について 

 知的障害に関して、「心理・生理・病理」という講義名であるものの、心理面に偏った達成

目標を掲げている講義が 9 コマと多かった（「心理・生理・病理」の講義全体の約 24％）こ

とから、達成目標という面からみても、やはり「生理・病理」より「心理」を重要視する傾

向にあるということが明らかとなった。 

肢体不自由に関しては、「結果」にもあるように他の障害にはない「医療的ケア」の理解が

目標として掲げられている講義があった。また、多くの講義において姿勢や動作といった運

動機能についての理解が記述されていた。また、「QOL の向上」という記述が最も多く見受

けられた。一方で、心理的な内容に関しては基礎的内容の理解がほとんどであった（心理面

に関連する記述がない講義が 1 コマ見られた）。病弱に関しても同様に、臨床的な内容の理解

が掲げられている講義が多かったものの、心理面に関しては基礎的内容の理解にとどまる講

義がほとんどであった。これらの現状から、心理・生理・病理の知識が関連したものである

こと、また授業実践に生きてくるものであることを学生が理解していないまま講義が終了し

てしまうのではないかと考える。心理・生理・病理の知識が関連性のないそれぞれ単一の目

標を掲げており、達成目標が総合的にとらえられていないという課題が明らかになった。ま

た、前述したように「QOL の向上」という記述が多く見受けられた。QOL とは、心理・生

理・病理を含む「人間」を総合的にとらえる概念である。「QOL の向上」という目標をたて

るのであれば、心理・生理・病理すべてを相互的にとらえる講義を行うとよいだろう。 

 

4) 授業計画について 

 知的障害に関して、心理に関する講義数が生理・病理の講義を上回る大学が数多く存在す

る現状が明らかとなった。また、「生理・病理」に関しては同じ身体に関わる分野であるため

に関連性のある講義も 13 コマと比較的多く設定されていた（「心理・生理・病理」の講義全

体の約 34％）が、心理・生理・病理間での関連性があるような講義は授業計画の中では見当

たらなかった。 

肢体不自由に関して、身体の障害ということもあり他の障害種と比べて心理面に関する講

義が少なかった。一方で「心理・生理」に関連する講義は 4 コマ見られ、心理面と身体面に

は関連性があるという内容は行われているのではないかと考えられる。 

病弱に関して、他の障害種と比べて心理・生理・病理の関連性について理解する講義が多

い傾向にあった。疾患を学ぶことは、身体的な不調だけでなく精神的な不調も学ぶため、必

然的に関連性が高くなると考えられる。知的障害・肢体不自由に関しても、病弱のように心

理面と生理・病理面の関連性が理解できるような講義を授業実践するとよいだろうと考える。 

 

5) 評価方法について 

 ほとんどの講義が試験やレポート、授業参加度といったもので評価を行っていることが明

らかとなった。しかし、今後は専門家を養成する上で必要な知識・技能等が教育課程の中で

身についているかを評価する科学的な指標が必要となるだろう。 
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2. 総合考察 

本研究では、子どもの教育成果に関する観点と心身相関の観点を用いて、知的障害・肢体

不自由・病弱それぞれの障害種に関する講義の現状について分析を行った。 

その結果、大学の講義から障害種によって講義内容に大きな偏りがあること、「心理」・「生

理」・「病理」それぞれの関連性を理解するような講義が見当たらないこと、またこれらが子

どもの教育成果と大きな関連性があることを理解するような講義もまた見当たらないことが

明らかとなった。この現状は、「心理・生理・病理」の講義を行う上で重要な課題である。し

かし、本研究ではシラバスの分析のみに留まり、実際の講義内容までは分析できていない。

今後は、シラバスから見えた課題をもとに講義内容に生かすことのできるカリキュラム評価

INDEX を開発することが必要であると考える。 
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《分析対象大学一覧》 

以下、分析対象とした大学を記載する。 

【国公立大学】 【私立大学】 

北海道大学 札幌大学 

北海道教育大学 仙台大学 

弘前大学 茨城キリスト教大学 

岩手大学 文教大学 

宮城教育大学 植草学園大学 

山形大学 白梅学園大学 

福島大学 帝京大学 

茨城大学 早稲田大学 

筑波大学 東京家政大学 

宇都宮大学 東京成徳大学 

埼玉大学 東洋大学 

千葉大学 明治学院大学 

東京学芸大学 明星大学 

横浜国立大学 立正大学 

新潟大学 鎌倉女子大学 

富山大学 田園調布学園大学 

金沢大学 金沢星稜大学 

福井大学 長野大学 

信州大学 岐阜成徳学園大学 

岐阜大学 東海学院大学  

静岡大学 常葉大学 

愛知教育大学 浜松学院大学 

三重大学 愛知学院大学 

京都教育大学 愛知淑徳大学 

神戸大学 中部大学 

奈良教育大学 日本福祉大学 

鳥取大学 皇學館大學 

島根大学 びわこ学院大学 

岡山大学 大谷大学 

広島大学 花園大学 

山口大学 立命館大学 

山口県立大学 龍谷大学 

鳴門教育大学 関西福祉科学大学 
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【国公立大学】 【私立大学】 

愛媛大学 大阪体育大学 

高知大学 大阪人間科学大学 

香川大学 梅花女子大学 

福岡教育大学 プール学院大学 

佐賀大学 関西国際大学 

熊本大学 神戸親和女子大学 

大分大学 武庫川女子大学 

宮崎大学 幾央大学 

鹿児島大学 関西学院大学 

琉球大学 川崎医療福祉大学 

 就実大学 

 ノートルダム清心女子大学 

 山口学芸大学 

 四国学院大学 

 九州女子大学 

 九州ルーテル大学 

 中村学園大学 

 鹿児島国際大学 

 鹿児島純心女子大学 
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ABSTRACT 

In particular, in the field of special needs education has been introduced, it attaches 

great importance to Psychology, Physiology and Pathology. However, the psychology, 

physiology and pathology of children impairment have not been sufficiently understood 

in the field of special needs education. According to preceding study (Kohara et al., 2015), 

the problem caused by the lack of expertise of teachers was derived from the curriculum 

of undergraduate programs of special needs education. Therefore, this study aimed to 

analyzed the contents of education on psychology, physiology and pathology currently 

being conducted in the expert training course of Special Support Education, and to clarify 

the problem. 
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